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児童の権利に関する条約（子どもの権利条約） 

 

 この条約は，こどもの基本的人権を国際的に保障するために定められたものであり，

１９８９年に国連で採択され，日本も１９９４年に正式に同意しました。 

 条約では１８歳未満のこどもを権利を持つ主体と位置付け，おとなと同様にひとりの

人間としての人権を認めるとともに，成長の過程で，年齢に応じた保護や配慮が必要な

こどもならではの権利も定めています。 

 条約の基本的な考え方は次の４つで表されます。それぞれ，条文に書かれている権利

であるとともに，あらゆるこどもの権利の実現を考えるときに合わせて考えることが大

切な「原則」であり，これらの原則は「こども基本法」にも取り入れられています。 

 

 

生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること） 

 すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるよう、 

医療、教育、生活への支援などを受けることが保障されます。 

子どもの最善の利益（子どもにとって最もよいこと） 

 子どもに関することが決められ、行われる時は、 

 「その子どもにとって最もよいことは何か」を第一に考えます。 

子どもの意見の尊重（意見を表明し参加できること） 

 子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、 

 おとなはその意見を子どもの発達に応じて十分に考慮します。 

差別の禁止（差別のないこと） 

 すべての子どもは、子ども自身や親の人種や国籍、性，意見、障がい、経済状況など 

 どんな理由でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障されます。 

（参照 公益財団法人日本ユニセフ協会ホームページ） 
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第１章 計画について 

１ 策定の背景 

本市では，平成１７年度から平成２６年度までの１０年間にわたり，子育て支援施

策を総合的，計画的に推進するため「旭川市次世代育成支援行動計画」を策定し，各

種施策を着実に推進してきました。 

その後，平成２４年に制定した「旭川市子ども条例」に基づき，こども1が健やかに

育つ環境を整えるため，平成２７年に第１期となる「旭川市子ども・子育てプラン」

を，令和 2 年に「第２期旭川市子ども・子育てプラン」を策定し，保育所の待機児童

ゼロの実現，病児・病後児保育や産後ケア事業の推進など，仕事と子育てが両立でき

る環境づくりに取り組んできました。また，幼児教育・保育の無償化，子ども医療費

助成，給付型奨学金の創設など，子育て世帯の経済的負担を軽減する施策も進めてき

ました。 

しかし，核家族化や地域のつながりの希薄化，働き方の多様化，女性の社会進出な

ど，家庭や地域社会の変化が進む中で，これらの状況に対応した新たな子育て支援施

策の充実が求められています。 

国では，少子化によるこどもの総数の減少が進む一方で，児童虐待やいじめ，不登

校，こどもの貧困といった社会問題が深刻化している背景には「こどもの人権」に対

する認識の不足や，「こどもの最善の利益」が十分に確保されていない現状があると

し，こうした課題に対応し，こどもを社会の中心に据えた政策を強化する必要性があ

るとして，令和５年４月１日に「こども基本法」の施行，さらに，こども政策を総合

的に推進する基本方針として「こども大綱」を策定し，令和５年１２月２２日に閣議

決定されました。 

このこども基本法（令和４年法律第７７号）では，市町村においても，「こども大

綱」や都道府県が策定する「都道府県こども計画」を踏まえ，「市町村こども計画」を

策定することが努力義務とされています。 

こうした状況の中，現行の「第２期旭川市子ども・子育てプラン」の計画期間が令

和７年３月末に満了することから，本市においても，「こども基本法」が掲げる「す

べての子どもや若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる『こ

どもまんなか社会』の実現」を目指し，新たに「旭川市こども計画」（以下「本計画」

という。）を策定します。 

 
1 こども基本法に基づき，計画内は「こども」（ひらがな）の表記に統一しますが，子ども条例

や子ども・子育てプランなど名称として「子ども」（子が漢字）となっているものについては，

そのとおりの表記とします。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は，こども基本法およびこども大綱に基づく「市町村こども計画」として，

旭川市子ども条例に定める「子どもが健やかに育つ環境づくりに関する施策を総合的

かつ計画的に実施するための計画」に位置付けて策定するものです。 

また，次世代育成支援対策推進法に基づく「市町村行動計画」，子ども・子育て支

援法に基づく「子ども・子育て支援事業計画」，こどもの貧困の解消に向けた対策の

推進に関する法律に基づく「市町村におけるこどもの貧困の解消に向けた対策につい

ての計画」のほか，こども大綱が従来の「子供・若者育成支援推進大綱」と「少子化

社会対策大綱」を包含し一元化したものであることも踏まえ，これらの内容も含めて

策定します。 
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また，本計画は「第８次旭川市総合計画（平成２８年度～令和９年度）」における

こども・子育て施策を推進するための分野別個別計画でもあり，「あさひかわ男女共

同参画基本計画」や「旭川市地域福祉計画」など，関連する他の計画と連携・調和を

図りながら，本計画に基づき本市のこども・子育て支援施策を総合的に推進していき

ます。 

 

３ 計画期間 

本計画は，令和７（２０２５）年度から令和１１（２０２９）年度までの５年間を

計画期間とします。 

なお，社会・経済情勢の変化やこども及び子育て家庭を取り巻く状況の変化，教育・

保育需要の変化など，必要に応じて計画内容の見直しを行います。 

 

４ 計画の対象 

こども基本法では，「こども」を「心身の発達の過程にある者」と定義しています。

この定義について，こども大綱では「１８歳や２０歳といった年齢で必要なサポート

が途切れないよう，こどもや若者がそれぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしてい

けるように支えていくことを示したものであり，こどもが，若者となり，おとなとし
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て円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの成長の過程にある者を指し

ている」と説明されています。 

本計画では，このこども基本法の定義を踏まえ，妊娠前から妊娠・出産期，乳幼児

期，学童期，思春期，青年期のライフステージにある者，及び子育て当事者を対象と

して，各施策を講じていきます。なお，青年期については概ね３０歳未満としますが，

施策の内容によっては４０歳未満のポスト青年期の者も含めます。 

 

５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

平成２７（２０１５）年９月に国連総会で採択された「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）」（以下「ＳＤＧｓ」という。）の推進に当たり策定された「持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）実施指針」（令和５年１２月１９日改定）では，地方自治体に期待され

る役割として，様々な計画にＳＤＧｓの要素を反映するとともに官民連携による地域

課題の解決をより一層推進することとされています。また，本市の市政運営における

最上位計画である「第８次旭川市総合計画（令和５年１２月改定版）」（以下「総合計

画」という。）においても総合計画に基づく各基本政策とＳＤＧｓにおける１７の目

標との関係性を整理していることから，本計画の施策においても関連するＳＤＧｓを

示します。 
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第２章 こども・若者を取り巻く状況 

１ 人口や少子化の状況 

⑴ 人口の推移 

   本市の人口は毎年減少が続いており，平成１７（２００５）年から令和５（２０

２３）年の１８年間で約３６，０００人が減少しました。特に１５歳未満のこども

の数は約１２，０００人減少し，全人口に占める割合も１２．６％から１０．２％

に大幅に減少し，少子化が進んでいます。 

 

 

⑵ 出生数と合計特殊出生率の推移 

   出生数も減少が続いており，令和５年（2023 年）の出生数は●，●●●人で，

平成１７年（2005 年）の２，７１６人より●●●人少なく，年平均で●●●人の

減少傾向にあります。また，合計特殊出生率2も全国平均を下回っており，少子化が

着実に進行していることがわかります。 

 

 
2 合計特殊出生率 … 人口に対して生まれたこどもの数を表す指標の一つで，その年次の１５

歳から４９歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので，１人 の女子が一生の間に生むこ

どもの数に相当し，人口動態の出生の傾向をみるときの主要な指標とされています。 
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⑶ 婚姻件数と婚姻率の推移 

   婚姻件数，婚姻率とも減少が続き，婚姻率も全国平均を下回っています。 
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２ こども・家庭の状況 

⑴ 世帯数の推移 

   単身世帯が増えていることにより，全体の世帯数は増加の傾向にありますが，こ

どもがいる世帯数は減少しています。 

 

 

⑵ こどものいる世帯の家族類型 

   令和２年（2020 年）時点で，６歳未満のこどもがいる世帯のうち９３．６％が

核家族世帯であり，核家族化の傾向が高まっています。 
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⑶ 児童保護者（母親）の就労状況 

   就労の割合が増え，特にフルタイムでの就労割合が高まっている傾向にあります。 

〔就学前〕 

（出典）ニーズ調査3 

〔就学（小学生）〕 

 
3 ニーズ調査 …子ども・子育て支援事業計画（本計画第５章）の策定に当たり，教育・保育，

地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の推計のため，教育・保育等の利用希望など

を把握するための保護者に対する調査で，今回は令和６年２月に未就学児・小学６年までの

就学児童の保護者を対象に行いました。 
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⑷ 子育て世帯の悩みや不安感 

〔就学前〕 

   前回までと比べ全般的に大きな変化は見られませんが，こどもの発達・発育に関

する不安が高まっています。また，家庭のことに関して，子育てに関する協力が少

ないと感じている割合は減少しており，共育てが進んでいるように考えられます。 
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〔就学（小学生）〕 

   前回までと比べ全般的に大きな変化は見られませんが，未就学児の保護者と同様

に，こどもの発達・発育に関する不安が高まっている傾向にあります。 
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⑸ 子ども総合相談センター相談件数 

   実件数は減少傾向であるものの延べ件数は増加しており，相談内容が複雑化して

いる傾向にあるものと推定されます。 

 

〔相談件数（実件数）〕 

 

〔相談件数（延べ件数）〕 
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⑹ 地域，学校，家庭の連携 

   市民アンケート調査における「子どもが健やかに育つための，地域，学校，家庭との

連携」についての結果では，十分である・まあ十分であるとする回答が減少している傾

向にあり，地域のつながりが希薄化している傾向がうかがえます。 

 

（出典）市民アンケート調査4 

 

  

 
4 市民アンケート調査…市政や市民生活に関する市民意識等について，市民を対象にアンケー

ト調査を実施し，旭川市の市政運営やまちづくりの基礎的な資料にするとともに，「第８次旭川

市総合計画」の進捗状況を計る指標として活用するもので，２年おきに実施している。 
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３ これまでの取組について 

第 2 期旭川市子ども・子育てプランの推進期間である令和２年度から令和６年度の

間には，新型コロナウイルス感染症の拡大による社会生活への大きな影響もありまし

た。子育て支援施策における取組や活動においても，中止または縮小を余儀なくされ

るものもありましたが，オンラインを活用するなど新たな手法を取り入れ，これによ

りコロナ禍後のサービス向上につながるノウハウを得ることができたものもありま

す。 

この期間における主な取組としては，産前・産後ヘルパー派遣事業の開始や産後ケ

ア事業の充実，生後１０か月児健康診査の導入，就学時の発達相談の実施，新たな社

会的課題であるヤングケアラー等がいる家庭の支援も含む訪問支援事業の開始など，

安心して子育てできる環境の整備を図りました。 

教育・保育の分野では，計画的な施設整備や運営補助を通じて待機児童ゼロの状態

を維持し，また保育士確保や離職防止のための取組を強化しました。このほか，特別

支援保育体制の構築や医療的ケアが必要な児童・生徒への支援強化を目的に，看護師

資格を持つ補助指導員を増員し，特別支援教育専門員の配置による個別教育ニーズへ

の対応などを進めました。 

子育て世帯の経済的負担の軽減にも取り組み，高校・大学進学を支援する給付型奨

学金の新設や中学校卒業までの医療費無償化を進めました。また，放課後児童クラブ

の増設や拡充を通じて待機児童ゼロを安定的に維持し，働く保護者が安心してこども

を預けられる環境を整備しました。令和４年に開設した「waka・ba」では，母子健

康手帳の交付や乳幼児健診の場としての活用に加え，プレイルームの開放を通じて親

子の遊びや学びの場を新たに提供しました。 

また，地域全体でこどもの学びと成長を支えるため，学校を核とした地域づくりを

目指す地域学校協働活動を推進し，保護者や PTA，民間企業，団体など幅広い地域住

民の参画を得て，地域住民と学校が連携・協働して多様な活動を展開してきました。 

このように，第２期旭川市子ども・子育てプランに基づき，様々な施策を進めてき

たところではありますが，一方で，市民アンケート調査や子ども・子育て支援事業計

画改定に伴うニーズ調査では，こどもの発達・発育に対する不安感が高まっているこ

とや，地域との連携が十分とは言えないと感じている市民が多いこと，こどもが地域

活動やグループ活動に参加する機会が少ないといった回答もあり，こうした課題に対

し，引き続き取組を推進していく必要があります。 

こども・子育て施策においては，こどもの主体性や自立性を育むことや，地域との

連携が重要であり，地域全体でこどもや若者の成長を支える意識を高めていくことが

必要です。  
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第３章 基本理念と基本方針 

１ 基本理念（めざす姿） 

本計画では，すべてのこども・若者が，将来にわたって，身体的・精神的・社会的

に幸せな状態（ウェルビーイング）で成長し，一人ひとりの考えや個性が認められ，

自分らしく活躍できるよう，その環境を地域や社会全体で支えていくことを目指し，

計画の基本理念（めざす姿）を次のように定めます。 

すべてのこども・若者が将来にわたって 

生き生きと健やかで幸せな生活を送ることができるまち 

 

『すべて』という言葉には，こども・若者一人ひとりの個性や人格が尊重され，ま

たその多様性が認められることへの強い想いを込めています。現代社会においては，

様々な環境の中で異なる価値観を持つ人々が共に生きる時代であり，その中で互いに

理解し合い，支え合うことが重要です。それぞれの考えや背景を持つ人々が，どのよ

うな状況にあってもかけがえのない存在として受け入れられ，その基本的な権利が確

実に保障されるまちを目指します。 

  また，『幸せ』の感じ方や定義は個人の価値観や経験に基づくものであり，さらに

他人との関わりやその時々の状況にも大きく影響されるため，一律にその基準を設け

て推し量ることはできません。こども・若者一人ひとりが多様な背景を持ち，異なる

価値観の中で成長していく中で，同じ『幸せ』の形がすべての人に当てはまるわけで

はありません。本計画が目指すのは，全体を見据えて検討し進めていく施策であって

も，常に一人ひとりを尊重する細やかな視点を大切にし，配慮が行き届いた取組を通

じて，こども・若者一人ひとりの価値観や選択が尊重され，多様な個々の幸せの実現

につながる基盤を築くことです。このような考え方の下，画一的な基準や固定観念に

とらわれることなく，誰もが健やかに『幸せ』を感じながら自分らしく生活を送るこ

とができるまちを目指します。 
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２ 基本方針 

こども・若者が心身ともに健やかな状態で成長していくためには，成長過程におけ

る発達や環境の変化に応じた周囲の支えが重要な役割を果たすことから，特定の年齢

で途切れることのない継続的な支援が望まれます。また，こども・若者や子育て当事

者の意見を聴き，ともに進めていくことは，多様なニーズや課題の的確な把握や，主

体性の尊重にもつながる非常に重要な方法となります。 

近年，核家族化や地域とのつながりの希薄化が進んでいるとされますが，こどもや

若者がより豊かに育つ環境を整備するためには，家庭や家族だけでなく，社会全体で

支えていくことが欠かせません。これらを踏まえ，本計画では，すべての施策や取組

に共通する 3 つの基本方針を定めます。 

 

■基本方針１ 

すべてのこども・若者が健やかに成長できるよう社会全体で切れ目のない

支援を行う 

こども・若者がそれぞれのライフステージ5において，心身ともに健やかに成長

し，自らの将来に希望を持ち社会に参画できるよう社会全体で切れ目のない支援

を行います。 

■基本方針２ 

こどもや若者，子育て当事者の意見を聴きながらともに進める 

こども・若者の個々の人格や個性を尊重し，その権利を保障します。そして，

こどもや若者，子育て当事者が意見表明や社会参画しやすい環境を整備し，とも

に施策を進めていきます。 

■基本方針３ 

支援者や関係機関，民間団体等との連携を図りながら進める 

特定の年齢で途切れることのない支援を行うため，行政だけでなく，こどもや

若者，子育てに関わる支援者や関係機関・団体がそれぞれの強みを生かして連携

し，さらなる横のつながりを深めながら，地域全体で支えていきます。 

 

  

 
5 ライフステージ … こどもや若者が成長していく各段階（妊娠前，妊娠・出産期，乳幼児

期，学童期，思春期，青年期など） 
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第４章 施策体系と取組 

１ 基本施策 

  第３章で掲げた基本理念の実現を目指し，効果的に取組を推進するため，施策の方

向性を次の４つの基本施策のもとに体系的に整理します。 

 ■基本施策１ 

こども・若者が権利の主体として多様な価値観や個性を尊重され，自分ら

しく成長できるよう支える 

 ■基本施策２ 

良好な成育環境を確保し，こども・若者の健やかな育ちを支える 

 ■基本施策３ 

子育て当事者の視点を大切にし，安心して子育てを行えるよう支える 

 ■基本施策４ 

こどもや若者の成長を地域全体で支える体制の充実を図る 

   

 〔考え方〕 

４つの基本施策は，３つの基本方針の下，次ページの計画の概念図のとおり，施策

の主な対象ごとに整理したものであり，はじめに「こども・若者の一人ひとりが尊重

され成長していく（基本施策１）」ことを最も大切にして中心に据え，「こども・若者

の健やかな育ち（基本施策２）」，「こども・若者を養育する当事者の安心な子育て（基

本施策３）」の支援の充実を図ります。 

  これら支援に当たっては，こども・若者のライフステージを「社会全体で切れ目な

く支えること（基本方針１）」，「こどもや若者，子育て当事者とともに進めること（基

本方針２）」を重視します。 

  そして「支援者や関係機関・団体などとの連携（基本方針３）」を図り，「地域全体

で支える体制（基本施策４）」の基に施策を進めていきます。 

  また，基本施策ごとに具体的な取組を個別施策として位置付けます。 
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【計画の概念図】 
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２ 施策体系 

基本方針 

１ すべてのこども・若者が健やかに成長できるよう社会全体で切れ目のない支援を行う 

２ こどもや若者，子育て当事者の意見を聴きながらともに進める 

３ 支援者や関係機関，民間団体等との連携を図りながら進める 

基本施策 個別施策 

１ こども・若者が権利の

主体として多様な価値

観や個性を尊重され，

自分らしく成長できる

よう支える 

１ こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

２ こども・若者，子育て当事者の意見の適切な社会づくりへの反映 

２ 良好な成育環境を確

保し，こども・若者の健

やかな育ちを支える 

（ライフステージを通して） 

１ 多様な遊びや体験・活躍できる機会づくり 

２ こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

３ こどもの貧困対策 

４ 障がい児支援・医療的ケア児等への支援 

５ 児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 

６ こども・若者の自殺対策，犯罪などからこども・若者を守る取組 

（こどもの誕生前から幼児期まで） 

１ 妊娠前から妊娠期，出産，幼児期までの切れ目のない保健・医療の確保 

２ こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

（学童期・思春期） 

１ こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い教育の提供 

２ 居場所づくり 

３ 心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実 

４ 成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育 

５ いじめ防止 

６ 不登校のこどもへの支援 

７ 高校中退の予防，高校中退後の支援 

（青年期） 

１ 高等教育等の修学支援，高等教育環境等の充実支援 

２ 就労支援，雇用と経済的基盤の安定のための取組 

３ 結婚を希望する方への支援 

４ 悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

３ 子育て当事者の視点

を大切にし，安心して

子育てを行えるよう支

える 

１ 子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

２ 地域子育て支援，家庭教育支援 

３ 共働き・共育ての推進，男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大  

４ ひとり親家庭への支援 

４ こどもや若者の成長

を地域全体で支える体

制の充実を図る 

１ 社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進 
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３ 個別施策 

 

■ 基本施策１ 

こども・若者が権利の主体として多様な価値観や個性を尊重され，自分らしく成

長できるよう支える 

 

 

１ こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

「子どもの権利条約」では，こどもは保護されるだけでなく，自分の意見を表すこ

とができ，決める権利がある主体とされています。この考えが社会全体で共有される

ことで，こどもの自己肯定感や自立心が育ち，健全な成長が促進されます。また，こ

れにより社会参加の意識が高まり，差別や不平等の解消にもつながります。 

〔取組の方向性〕 

こどもや若者は，保護者や社会のサポートを受けながら，自立した個人として自己

を確立していく存在です。そのため，こどもや若者が自分の意見を持ち，表現し，判

断できる環境を整えるとともに，こどもや若者の意見が尊重され，その権利がしっか

りと守られる社会づくりを進めていきます。 

●「こどもの権利条約」「こども基本法」の趣旨や関連する取組の普及啓発 

●こどもの権利に関する理解促進や人権教育の推進 

●こどもの権利が侵害された場合の相談体制等の検討 

 

 

２ こども・若者，子育て当事者の意見の適切な社会づくりへの反映 

こども基本法の基本理念では，こどもや若者がその年齢や発達段階に応じた意見表

明の機会と社会参加の機会を確保し，その意見が尊重され，最善の利益が優先される

ことが定められています。本計画においても，この理念を中心に据え，各施策を推進

していきます。 

〔取組の方向性〕 

こどもや若者が年齢や発達段階に応じて自由に意見を表明し，社会に積極的に参加

できる環境を整えることを重視します。その過程で，こどもや若者を主体的な存在と
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して位置づけ，意見交換や対話を重ねながら，ともに社会づくりを進める新たな取組

を推進します。また，当事者の意見を含む多様な声を具体的な施策に反映させる仕組

みを確立し，継続的な改善を図ります。 

●こどもや若者が安心して意見を述べることができる場や機会の確保 

●施策に意見を反映するための仕組みづくり 
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■ 基本施策２ 

良好な成育環境を確保し，こども・若者の健やかな育ちを支える 

 

（ライフステージを通して） 

 

 

１ 多様な遊びや体験・活躍できる機会づくり 

年齢や発達に応じた遊びや体験活動は，こどもの自尊感情や主体性，協調性，コミ

ュニケーション能力の向上を促し，健やかな成長を支えます。これらの活動は，こど

も自身の成長だけでなく，地域とのつながりを深める役割も果たします。地域との連

携により，こどもたちの地域への意識が高まるだけでなく，住民同士の交流も促進さ

れ，地域全体でこどもの育ちを支える環境が整います。 

〔取組の方向性〕 

行政だけでなく，地域や学校，民間団体，企業などが連携・協働し，こども・若者

が発達段階に応じて多様な遊びや体験，自己表現や社会貢献の機会を得られる環境を

整備します。また，すべてのこどもが公平にこうした機会にアクセスできるよう，経

済的・地域的な格差を解消する取組を進めます。遊びや体験の内容を通じて，世代を

超えた交流を促進し，地域全体でこどもの育ちを支える基盤を強化します。 

●年齢や発達段階に応じた遊びの場の整備 

●文化芸術やスポーツなどに親しむ環境の整備 

●こどもや若者が活躍できる機会の提供 

●体験活動における格差への配慮 

●世代を超えた交流機会の創出 

 

 

２ こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供は，健やかな成長を支えるために

欠かせない要素です。こどもから若者への成長・発達過程では，それぞれの段階に応

じた異なる健康ニーズが存在し，それに応じた適切な保健・医療が必要です。さらに，

健康に関する適切な教育と健康を支援する環境づくりは，個人の健康意識を高めると
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ともに，病気の早期発見や治療を促進し，地域の健康度の向上に寄与します。こうし

た取組により，こどもや若者だけでなく，社会全体にも良い影響を与えることが期待

されます。 

〔取組の方向性〕 

ライフステージに応じた医療や健康管理の支援を切れ目なく提供し，こどもや若者

が自身の健康を理解し，自ら管理できる力を育むことを目指します。また，年齢や発

達段階に応じた健康情報の提供や教育を行い，心身の健やかな成長と豊かな生活を支

える取組を進めます。 

●プレコンセプションケア6の取組の実施 

●ライフステージに応じた適切な医療の提供と健康支援体制の充実 

●慢性疾病や難病を抱えるこども・若者への支援の実施 

●こどもが治療を受けやすい環境整備と子育て世帯の医療費負担軽減 

 

 

３ こどもの貧困対策 

こどもの貧困は，経済的困窮だけでなく，心身の健康，衣食住の確保，学習意欲や

進学機会，さらには前向きに生きる気持ちにまでも影響する深刻な問題であり，これ

により，こどもの権利利益が損なわれ，社会的孤立を招く可能性があるともされてい

ます。こどもの現在と将来が，生まれ育った環境によって左右されることのない社会

を目指し，すべてのこども・若者が等しく学び，成長できるよう，きめ細やかで多面

的な支援が求められています。 

〔取組の方向性〕 

貧困の背景にある様々な社会的要因に目を向け，それぞれの状況に応じた必要な支

援につなげるため，行政や地域，関係機関・団体が連携して包括的な支援体制を構築

します。これにより，家庭の経済状況に関わらず，こどもが能力や可能性を伸ばせる

よう，居場所づくりや学習支援を通じたこどもへの支援を進めます。また，世帯全体

を対象に生活の安定を図る支援や，保護者の職業生活の安定・向上を目指した就労支

援，さらに福祉資金の貸付や高等教育における奨学金給付といった経済的支援も行い

ます。 

●ひとり親家庭などへの重点的な支援の実施 

 
6 プレコンセプションケア…男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け，健康管理を

行うよう促すこと。 
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●こどもの生活や学習の支援の実施 

●福祉施策を活用した世帯への包括的支援の実施 

●就学や進学における経済的支援の実施 

 

 

４ 障がい児支援・医療的ケア児等への支援 

障がい児や医療的ケア児への支援は，障がいなどの有無にかかわらず，すべてのこ

どもが平等に教育や医療，福祉を受け，社会の一員としての尊厳を保ちながら成長し，

自立する権利を守る重要な取組です。この支援は，家庭や家族の負担を軽減するとと

もに，地域社会全体の包容力を高め，多様性を尊重した共生社会の実現に向けても不

可欠です。 

〔取組の方向性〕 

障がいのあるこども・若者や，発達に特性のあるこども・若者が，その環境やライ

フステージに応じて適切な支援を受け，社会参加や自立が促される環境を整備します。

また，一般の子育て支援と連続性を持たせることで，包括的な支援体制を構築します。

医療的ケア児やその家族への支援についても，医療，福祉，教育が連携し，こどもた

ちの健やかな成長を支えるとともに，家族が安心して暮らせる環境を整えます。さら

に，インクルーシブ教育を推進し，障がいのあるこどもが地域の中で学び，生涯にわ

たり成長の機会を享受できる環境を目指します。 

●児童発達支援センターの機能強化と利用しやすい体制の整備 

●幼稚園・保育所や学校でのインクルージョン7の推進 

●医療的ケア児や専門的な支援が必要なこども・若者，その家族への支援体制の

強化 

●インクルーシブ教育の推進と，障がいのあるこども・若者の生涯にわたる学習

機会の充実 

 

 

 
7 インクルージョン（inclusion）は「包摂」「受容」などと訳され，ここでは障がいの有無や個

別の特性にかかわらず，すべてのこどもが共に育つことを意味します。 

「インクルーシブ教育」…すべてのこどもが同じ環境で学び育つことを目指す教育の理念のこ

と。 
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５ 児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 

児童虐待は，こどもの心身に深刻な影響を与え，その影響が成長後も続く可能性が

ある極めて重大な問題であり，その対応には，被害を受けたこどもへの支援だけでな

く，困難を抱える保護者へのサポートも重要です。 

また，社会的養護が必要なこどもたちが適切に保護され，安心して育つための環境

整備や支援の充実が求められます。 

さらに，近年注目されるヤングケアラー8については，家庭環境や支援が必要な状況

を早期に把握し，こどもの意向を尊重しながら，生活環境や教育機会が十分確保され

るよう適切な支援を行う対応が求められます。 

〔取組の方向性〕 

多職種・関係機関が連携し，こどもの思いも受け止めながら世帯全体を支援する視

点で取組を進めていきます。また，こども家庭センターにおいて，支援が必要なこど

もや子育て家庭等の個々の課題・ニーズを把握し，必要な支援を提供できる体制を目

指します。 

●子育てに困難を抱える世帯に対する包括的な支援体制の強化 

●こどもや親子が安心して過ごせる居場所づくりとその支援の推進 

●予期せぬ妊娠に悩む若年女性への相談支援や適切なサポートの提供 

●相談体制の強化に向けた専門人材の育成及び活用 

●社会的養護を必要とするこどもへの支援の実施 

●ヤングケアラーの実態把握と適切な支援の実施 

●虐待予防のための地域での普及啓発活動の推進 

 

 

６ こども・若者の自殺対策，犯罪などからこども・若者を守る取組 

こどもや若者の生命を守り，犯罪被害や事故から安全を確保することは，すべての

こども・若者が健やかに成長するための基盤です。近年，インターネット利用の拡大

に伴い，危険な情報へアクセスするなどのリスクも高まっています。このため，保護

者や学校，行政，地域社会が一体となり，こどもや若者が安心して生活し，学び，成

 
8 ヤングケアラー … 家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる

こども・若者。 
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長できる環境を整えることが急務です。また，自殺対策を含む心の健康への支援を充

実させ，心身両面での安全を支える取組が求められています。 

〔取組の方向性〕 

こども・若者が「相談する力」を身につけ，必要な助けを求めることができるよう

支援するとともに，大人がこどもや若者の声を受け止め，適切に対応する力を高める

取組を進めます。また，家庭や学校，地域の関係機関や団体が連携し，心理的ケアや

地域での見守りを含む多角的なアプローチにより，インターネットによる危険な情報

へのアクセスをはじめとする様々なリスクからこども・若者を守り，こども・若者が

安心して成長できる環境を整備します。 

●こども・若者の自殺対策の推進 

●情報教育活用能力の育成を図る教育の推進 

●こども・若者を犯罪被害から守る環境づくり 

●こども・若者の非行や犯罪を防ぐ環境づくり 

 

  



31 

 

（こどもの誕生前から幼児期まで） 

 

 

１ 妊娠前から妊娠期，出産，幼児期までの切れ目のない保健・医療の確保 

国の少子化対策では，個人が希望するタイミングで出産・子育てができる社会づく

りが目標とされています。そのため，妊娠前から妊娠中，出産，そして幼児期に至る

まで，切れ目のない保健・医療体制を整備し，母子やその家族が必要な情報や支援を

適切に提供することで，不安や孤立感を軽減し，安心して子育てができる環境を整え

ることが必要とされています。 

〔取組の方向性〕 

プレコンセプションケアの取組を推進するとともに，こども家庭センターの機能を

充実させ，家庭生活に困難を抱える特定妊婦等を含む当事者に対し，産前・産後から

子育て期を通じて切れ目のない支援を提供します。 

●妊娠・出産に関する正しい知識の普及や相談体制の強化 

●産前・産後の支援の充実と体制強化 

●産前・産後から子育て期にわたる継続的支援体制の構築 

●「伴走型相談支援」及び「経済的支援」の一体的実施 

●乳幼児健診等及び新生児マススクリーニング検査9の実施 

 

 

２ こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

誕生前から幼児期は心身の発達が非常に活発な時期であり，この時期に適切な支援

や環境が提供されることで，こどもは遊びを通じて創造力を高め，社会性を育むなど，

健やかな成長と発達が促されます。また，特別な配慮を必要とするこどもを含めすべ

てのこどもが公平に成長の機会を得ることができ，社会的インクルージョンの推進に

もつながります。 

〔取組の方向性〕 

 
9 新生児マススクリーニング検査 … 早期に先天性疾患を発見し，適切な治療を施すことで，

症状の進行を予防する目的でおこなうもの（先天性代謝異常等検査）。 
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すべてのこどもが，地域や家庭の環境に関係なく，学びの格差をなくし，質の高い

教育へのスムーズな接続ができるようにすることを目指し，認定こども園や保育所，

幼稚園の施設類型を問わず，安全・安心な環境の中で，幼児教育・保育の質の向上を

図り，障がいのあるこどもや医療的ケア児など特別な配慮を必要とするこどもを含め，

一人ひとりの成長・発達に応じた教育・保育を提供するとともに，義務教育への円滑

な移行を支援する環境を整備します。 

●誕生前から幼児期までの等しい育ちを支えるための切れ目のない支援の実施 

●認定こども園や保育所，幼稚園など地域の身近な場を活用した支援の実施 

●障がいのあるこどもや医療的ケア児，病児・病後児等，特別な配慮を必要とす

るこどもへの支援の充実 

●こどもの育ちを支えるための人材育成や人材確保等の推進 
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（学童期・思春期） 

 

 

１ こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い教育の提供 

こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い教育を提供することは，知識や

技能だけでなく，社会性や人間性の成長にも大きな影響を与え，自己肯定感や社会適

応能力が育成されるなど，こどもが健全に成長し，将来にわたって社会で活躍できる

力を育むためにも重要であるとされています。 

〔取組の方向性〕 

個々のこどもの特性やニーズに応じて，すべてのこどもが平等に学び，成長できる

環境づくりを進めます。また，地域全体でこどもを支えるための連携体制の構築や，

学びの多様性を尊重した文化・スポーツに親しむための体験機会の拡充を図ります。 

●個別最適な学びと協働的学びを一体的に充実し，主体的・対話的で深い学びの

実現を図る教育の推進 

●インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進 

●文化芸術やスポーツなどに親しむ環境の整備（再掲） 

●こどもを地域全体で育む体制の整備 

●こどもの体力向上を図る取組の推進 

●こども・若者の健康の保持・増進のための学校保健及び食育の推進 

 

 

２ 居場所づくり 

こどもが気軽に立ち寄りやすく，様々な人とつながり，社会性や豊かな人間性を育

んだり，学習支援や体験の機会などを提供したり，困難に直面した時には支援を求め

ることができるなど，こどもや若者にとって安心・安全で，その成長をサポートする

役割を担う「こどもの居場所」が広く求められています。 

〔取組の方向性〕 

「こどもの居場所づくりに関する指針」に基づき，こども・若者の意見を聴きなが

ら，こども・若者の視点に立った居場所づくりを進めていきます。また，地域の特性

や多様なニーズに対応するため，地域や団体などと連携した支援体制を構築し，居場

所が一過性ではなく持続的な仕組みとなるよう取り組みます。 
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●こども・若者の視点に立った多様な居場所づくりの推進 

●放課後のこどもが安全・安心に過ごし多様な体験・活動ができる環境の整備 

●地域や団体との連携による持続可能な運営の推進 

 

 

３ 心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実 

乳幼児期から学童期，思春期に至る時期は，生涯にわたる健康の基盤となる心身を

育む重要な時期であり，乳幼児期の生活習慣や健康状態は，成長してからの健康状態

にも大きく影響するとされています。特に現代の社会環境においては，こどもがスト

レスや心の悩みに直面する機会が増えており，その際の早期の心のケアが将来的な精

神的健康を保つために不可欠であるとされています。 

〔取組の方向性〕 

こどもや若者が，自らの発達段階に応じて，心身の健康や性に関する正しい知識を

得られるよう教育や普及啓発活動を充実し，その知識をもとに困ったときに助けを求

める力や自己管理能力を育成します。また，必要な時に適切なサポートが受けられる

ように相談体制の充実を図ります。 

●心身の健康や性に関する正しい知識の普及啓発や相談支援の実施 

●予期せぬ妊娠や性感染症等への適切な相談支援などの実施 

 

 

４ 成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育 

成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育の充実により，社会

的責任や権利を正しく理解し，経済的な知識や生活スキルを習得でき，将来に向けた

準備を整え，個人が自立して賢明な選択をし，リスクを適切に管理できるようになり

ます。さらに，社会のルールや他者への配慮，地域社会への貢献の重要性を学ぶこと

で，より良い社会の一員としての基盤が築かれます。これにより，若者が地域社会や

市の発展に貢献する意識を高めることが期待されます。 

〔取組の方向性〕 
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こどもや若者が自立して社会生活を送り，社会の一員として地域の課題解決に取り

組む意識を育むために，主権者教育10を推進し，自己理解や他者との連携・協働の力

を養います。 

●主権者教育をはじめ，消費者教育11や金融経済教育12の推進 

●地域や社会への貢献意識を育む学びの機会の提供 

 

 

５ いじめ防止 

いじめは，いじめを受けた児童生徒の心身の健やかな成長や人格の形成に深刻な影

響を及ぼすのみならず，場合によってはその生命や身体に対して重大な危険をもたら

す可能性がある，極めて重大な問題です。児童生徒の生命と尊厳を守り，すべての児

童生徒が安心して生活し，学ぶことができる社会を築くことが不可欠であり，そのた

めの取組が求められています。 

〔取組の方向性〕 

学校，教育委員会と市長部局が一体となって，いじめの未然防止や早期発見，重大

化の防止や再発防止の徹底を図るとともに，地域住民や関係機関と連携し，地域社会

全体でいじめの防止に向けた取組を進めていきます。 

●いじめ防止対策の一層の推進 

●いじめの重大事態調査結果を踏まえた対策の強化 

 

 

６ 不登校のこどもへの支援 

不登校は，教育機会の喪失や進路の選択肢の狭まり，自己肯定感の低下や将来の不

安の増大など長期的な影響を受ける可能性があるほか，本人だけでなく，家族にも精

 
10 主権者教育…国や社会の問題を自分の問題として捉え，自ら考え，自ら判断し，行動してい

く主権者を育成していくこと。 
11 消費者教育 … 消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育（消費者が主

体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教

育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動。 
12 金融経済教育 … 個人が経済社会で賢明な判断を下せるよう，金融や経済に関する基本的な

知識や実践的なスキルを身につけるための教育。 
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神的・経済的負担を及ぼすこともある深刻な課題であるとされ，早期の問題発見と解

決に向けた包括的な取組が求められています。 

〔取組の方向性〕 

不登校の背景には，学業や対人関係のストレス，家庭環境の問題，心理的・発達的

な障がいなど様々な要因が考えられますが，これらは個々の状況によって異なるため，

学校，家庭，地域，専門家，民間団体などが連携して，本人だけでなくその周囲の状

況にも配慮しながら個々に寄り添った支援を進めていきます。 

●学校内外の連携や機能強化 

●専門家にいつでも相談できる環境の整備及びＩＣＴ13等を活用した学習支援

や民間団体等と連携したアウトリーチ14支援の強化 

 

 

７ 高校中退の予防，高校中退後の支援 

高校を中退することにより，進学や将来就ける職業の選択肢が狭まり，経済的に不

安定な生活につながりやすい傾向があるほか，自己肯定感の低下や孤立感の増加など，

精神的な影響のリスクが高まることもあるとされており，こうした課題に対応するた

め，中退の予防を図るとともに，中退後の若者の学び直しや社会参加を進める適切な

支援が求められています。 

〔取組の方向性〕 

就学に悩みを抱える生徒への相談支援体制の構築や，中退した若者への復学や進学，

就労に向けた支援体制の充実を図ります。 

●学習相談や学校外での学びの場の提供 

●家庭環境や経済的要因により就学に困難を抱える世帯への支援の実施 

●高校中退者や進路未定者への復学・就労支援等の実施 

 

  

 
13 ＩＣＴ … Information and Communication Technology の略。情報や通信に関する技術の

総称。 
14 アウトリーチ … 積極的に対象者の居る場所に出向いて働きかけること。 
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（青年期） 

 

 

１ 高等教育等の修学支援，高等教育環境等の充実支援 

すべてのこどもに学ぶ権利が平等に保証され，学びたいという意志を持つこども・

若者が教育を受けられる社会は，こども自身の成長のみならず，社会全体にとっても

豊かな未来を築く基盤となります。そのためには，経済的・社会的な背景に左右され

ず，誰もが望んだ教育を受けられる環境を整えることが重要です。 

〔取組の方向性〕 

家庭の経済状況にかかわらず高等教育を希望する若者への進学機会の提供や，在学

中の将来に向けた学びの支援に取り組みます。 

●大学等進学に対する修学支援の実施 

●在学段階からの職業意識やキャリア形成への支援の実施 

●全日制私立高等学校の教育環境の維持向上を図るための支援の実施 

 

 

２ 就労支援，雇用と経済的基盤の安定のための取組 

就労を通じて自分の能力を発揮し，経済的な不安を抱えることなく，将来に対する

展望を持ちながら生活することは，自己実現や生きがいの追求，また社会的なつなが

りの形成という観点から，個人だけでなく社会全体にとっても重要な意味を持ちます。

これを実現するため，就労支援を充実させ，若者が安定した生活を送る基盤を作るこ

とが求められています。 

〔取組の方向性〕 

就労を希望する若者が職業能力を高め，就業し自立できるよう，関係機関との連携

を図りながら就労支援を行います。 

●就職活動段階におけるマッチング向上のための支援の実施 

●離職した若者が早期再就職やキャリア自立に向けた支援の実施 

●就職支援機関や民間企業との連携の強化 
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３ 結婚を希望する方への支援 

結婚を希望する方々がその希望を実現できない要因として，経済的な問題や仕事の

問題に加え，「出会いの機会や場が少ないこと」も一因としてあるとされており，こ

ども大綱においても，少子化対策の一環として，結婚を希望する方への支援は重要な

要素とされています。 

〔取組の方向性〕 

本市と結婚支援活動を行っている団体が運用するホームページで結婚に関する情

報を一元化し，効果的に発信するほか，婚活イベントを実施することにより出会いの

機会を創出していきます。 

●出会いの機会や場の創出などの取組の推進 

 

 

４ 悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

家庭や学校，地域社会の多様化が進む中で，若者が抱える課題もますます複雑化し

ており，進路や人間関係に悩み，不安を抱えている若者や，教育を終えた後の就労や

社会参加が困難な状況にある若者とその家族に対する支援が求められています。 

〔取組の方向性〕 

若者を対象とした居場所づくりや，支援を柔軟に提供できる体制の構築に当たり必

要な取組を進めていきます。 

●こども・若者の視点に立った多様な居場所づくりの推進（再掲） 

●専門家にいつでも相談できる環境の整備及びＩＣＴ等を活用した学習支援や

民間団体等と連携したアウトリーチ支援の強化（再掲） 
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■ 基本施策３ 

子育て当事者の視点を大切にし，安心して子育てを行えるよう支える 

 

 

１ 子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

子育てや教育には相応の費用が伴いますが，経済的な理由で教育機会が制限される

ことなく，すべてのこどもが平等に教育を受けることができる環境を整えることは極

めて重要です。これにより，こどもたちが自己の可能性を最大限に引き出し，将来に

向けて目指す自分に成長することが可能になります。 

〔取組の方向性〕 

幼児教育・保育の無償化，医療費の助成，高等教育段階の修学支援など，幼児期か

ら高等教育段階に至るまで切れ目のない経済的負担の軽減を着実に実施し，子育て世

帯が安心して子育てと教育を受けられる環境を整備します。 

●幼児期から高等教育段階に至るまでの教育費負担軽減の実施 

●こどもが治療を受けやすい環境整備と子育て世帯の医療費負担軽減（再掲） 

 

 

２ 地域子育て支援，家庭教育支援 

現代は，核家族化が一層進み，地域のつながり等が減少することで，子育てを取り

巻く環境が大きく変化しています。その結果，祖父母や近隣住民などからの助言や支

援を得る機会が減少し，親が孤立した状況で子育てを行うケースが増加しています。

また，保護者自身が親になる前に乳幼児と触れ合った経験が少ないため，子育てに対

する不安や困難を抱えることが多いという課題もあります。これらの問題に対して，

子育てに関する知識の普及，保護者が学べる機会や地域社会による支援の充実が求め

られています。 

〔取組の方向性〕 

地域の中での子育てが支えられるよう，在宅で子育てをしている家庭を含めたすべ

てのこどもと家庭を対象として，地域のニーズに応じた様々な子育て支援や家庭教育

支援について，その量的拡充と質的改善を図る取組を進めていきます。 

●子育てに関する効果的な情報提供及び相談体制の推進 
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●保護者の負担軽減や緊急時におけるサポート体制の確保 

●身近に相談相手がいない保護者などへの支援体制の構築 

●保護者が子育てや家庭教育について学べる機会の充実 

 

 

３ 共働き・共育ての推進，男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大 

共働き世帯は増加を続けており，子育てをしながらキャリアアップを目指す女性や，

家事・子育てに積極的に関わりたい男性が増えています。しかし，女性の就業の有無

にかかわらず，６歳未満のこどもを持つ男性の家事・育児にかける時間は，女性と比

較して極めて短い現状があります。共働き・共育ての推進や，男性の家事・子育てへ

の主体的な参画の促進・拡大は，家庭内での役割を分担し，家族全体の生活の質を向

上させるために非常に重要です。 

〔取組の方向性〕 

企業と協力し働き方や意識の改革を進めるとともに，男性の家事・育児への参画を

促進することにより，女性に負担が偏りがちな状況を解消し，性別にかかわらずキャ

リアアップと子育てを両立できる環境整備を進めていきます。 

●仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進 

●男性の家事・子育てへの参画を促進するための取組の実施 

●女性のキャリアアップ支援の実施 

 

 

４ ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭は，子育てと仕事を一人で担うことにより，就労の制限や経済的な困

窮，親子でゆっくりと過ごす時間が持ちづらいなど様々な困難を伴う場合があること

が想定され，これらの困難を支えるためにも社会的な支援や制度の充実が大切とされ

ています。 

〔取組の方向性〕 

ひとり親家庭が抱える多様な課題や個別ニーズに対応するため，経済的支援に加え，

子育て支援や就労支援，相談体制の強化を進め，各家庭のそれぞれの状況に応じ包括

的な支援が提供できるよう取組を進めます。 
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●各家庭の状況に応じた経済支援，子育て支援，就労支援等の適切な実施 

●ワンストップで必要な支援につながる相談支援体制の強化 

 

  



42 

 

■ 基本施策４ 

こどもや若者の成長を地域全体で支える体制の充実を図る 

 

 

１ 社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進 

地域で子育てを支援することは，こどもが多くの人と関わる機会を増やし，社会性

や協調性を育むことに加え，親にとっては子育てにおける孤立を防ぎ，地域活動を通

じて親同士の交流や育児の相談ができるなど，安心して子育てができる環境づくりに

つながります。また，地域全体で子育てを支えることは，次世代育成に対する地域の

責任感やつながりを強め，こどもたちが大人になったときの「地域の一員」としての

意識を醸成し，自らも地域に貢献しようとする循環を生み出すなど，こどもや親，そ

して地域全体にとってより良い未来を育む基盤となります。 

〔取組の方向性〕 

地域全体でこどもや若者の成長を支える社会の実現を目指し，子育て支援に対する

意識の醸成や，活動を支える団体の支援強化など，更なる取組を進めていきます。 

●こども施策に関するデータの整備，分析等の実施 

●こども・若者，子育て当事者に関わる人材の確保，育成，支援の強化 

●地域における包括的な支援体制構築の推進 

●子育てに係る手続・事務負担の軽減 

●必要な支援を適切に届けるための情報発信 

●こども・若者，子育てにやさしい社会づくりを目指した意識の醸成 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

 子ども・子育て支援法では，市町村は，国が定める基本指針に基づき「市町村子ども・

子育て支援事業計画」を定めることとされています。 

 この子ども・子育て支援事業計画は５年間を計画期間として，教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の「量の見込み」，「確保方策」の内容，実施時期について定める

こととされており，本市では令和２年度から令和６年度までの５年間の期間について，

「第２期子ども・子育てプラン」第４章でこれらについて定め，取組を進めてきました。 

 本章は，令和６年２月に実施したニーズ調査結果を踏まえ計画した本市の取組内容に

ついて，令和７年度から令和１１年度までを計画期間とする第３期子ども・子育て支援

事業計画として策定するものです。 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

  子ども・子育て支援事業計画では，地理的条件，人口，交通事情その他の社会的条

件や教育・保育を提供するための施設の整備状況などを総合的に勘案して，教育・保

育提供区域を定め，教育・保育の量の見込みと確保の内容を記載することとされてい

ます。 

  本計画では，教育・保育提供区域について，令和６年度までの第２期計画と同様に，

地域のネットワークである「地域まちづくり推進協議会」が所管する１５の区域を基

にして，全市を６つの区域に分けて設定します。 

 教育・保育提供区域 地域まちづくり推進協議会 

1 神居・江丹別地区 ①神居 ②江丹別 

2 神楽・西神楽・緑が丘地区 ③神楽 ④西神楽 ⑤緑が丘 

3 中央・新旭川・東光・豊岡地区 ⑥中央・新旭川 ⑦東光 ⑧豊岡 

4 末広・春光・春光台・鷹の巣 

東鷹栖・北星地区 

⑨末広 ⑩春光 ⑪春光台・鷹の巣 ⑫東鷹

栖 ⑬北星 

5 永山地区 ⑭永山 

6 東旭川地区 ⑮東旭川 
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２ 人口推計 

  教育・保育事業，地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出に当たり基本と

なる本市のこどもの推計人口は，直近５か年度（令和元年度から令和５年度）の住民

基本台帳の数値を基に，コーホート変化率法により試算しています。 

 

 ■就学前児童（０歳 ～ ５歳） 

（単位：人） 

 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

令和 07 年 1,452 1,443 1,621 1,747 1,825 1,930 

令和 08 年 1,404 1,476 1,439 1,617 1,750 1,825 

令和 09 年 1,365 1,428 1,472 1,435 1,620 1,750 

令和 10 年 1,333 1,389 1,424 1,468 1,437 1,620 

令和 11 年 1,294 1,357 1,385 1420 1,470 1,437 

※各年４月１日現在 

 

 ■小学校児童（６歳（小１） ～ １１歳（小６）） 

（単位：人） 

 6 歳児 7 歳児 8 歳児 9 歳児 10 歳児 11 歳児 

令和 07 年 2,081 2,088 2,179 2,285 2,301 2,428 

令和 08 年 1,915 2,089 2,081 2,181 2,288 2,300 

令和 09 年 1,811 1,923 2,082 2,083 2,184 2,287 

令和 10 年 1,736 1,819 1,917 2,084 2,086 2,183 

令和 11 年 1,607 1,744 1,813 1,919 2,087 2,085 

※各年４月１日現在 
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３ 量の見込み及び確保方策の内容 

⑴ 量の見込み 

   「量の見込み」とは，子ども・子育てに関する事業（施設やサービスの利用）が，

どれだけ必要とされているかを示す見込みの数値であり，事業の「需要量」を指し

ます。 

   この量の見込みは，国の手引に準拠し，ニーズ調査の結果を基礎とするため，「現

在は利用していないが，必要となった場合は利用したい」といった潜在的な需要を

含みます。 

   量の見込みの算定に当たっては，ニーズ調査の結果による利用意向率に各年度の

推計人口を乗じて算定するニーズ量を基本としますが，ニーズ量と実際の利用実績

に大幅な乖離が生じる事業は，その事業の特性や直近の利用実績の推移などを勘案

し，適正な補正を行って，これを量の見込みとしています。 

 

⑵ 確保方策 

   「確保方策」とは，子ども・子育てに関する事業について，各年度においてどれ

くらいの数（定員や施設数など）を確保し提供するかを示す見込みの数値であり，

事業の「供給量」を指します。 

   量の見込みに対して過不足が生じないように留意し，現在の提供体制を踏まえた

適切な確保内容及び実施時期を設定しています。 

 

⑶ 設定する項目 

【教育・保育】 

認定区分 対象事業 対象年齢 区域 

１号認定 
幼稚園等で教育を希望するもの 

（幼稚園・認定こども園） 

３～５歳 
全市 

区域別 
２号認定 

保育の必要性があり教育を希望するもの 

（幼稚園・認定こども園） 

保育の必要性があるもの 

（保育所・認定こども園） 

３号認定 
保育の必要性があるもの 

（保育所・認定こども園・特定地域型保育事業） 
０～２歳 
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【地域子ども・子育て支援事業】 

 対象事業 対象年齢 

1 時間外保育事業 ０～５歳 

2 放課後児童健全育成事業 小学１～６年生 

3 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） １～１８歳 

4 地域子育て支援拠点事業 ０～５歳 

5 一時預かり事業 

・幼稚園・認定こども園における在園児 

・その他 

 

３～５歳 

１～５歳 

6 病児・病後児保育事業 ０歳～小学３年生 

7 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター事業） ０歳～小学６年生 

8 利用者支援事業 ０～５歳 

9 乳児家庭全戸訪問事業 ― 

10 妊婦健康診査事業 ― 

11 養育支援訪問事業 ― 

12 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 ― 

13 産後ケア事業 ― 

14 妊婦等包括相談支援事業 ― 

15 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ０～２歳 

16 子育て世帯訪問支援事業 ０～１８歳 

17 児童育成支援拠点事業 ― 

18 親子関係形成支援事業 ― 

 

【市独自に設定する事業】 

 対象事業 対象年齢 

1 休日保育事業 ０～５歳 

2 特別支援保育事業 ３～５歳 
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４ 教育・保育 

教育施設である幼稚園や，教育と保育の機能を併せ持つ認定こども園，保育施設で

ある保育所及び地域型保育など，平日日中の通園・通所に関する事業です。 

 

⑴ 全市における量の見込み及び確保方策 

  ●待機児童数の推移（各年４月１日） 

（単位：人） 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

0 0 0 0 0 

  

 ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 33 2,432 2,184 89.8% 

幼保連携型認定こども園 17 1,790 1,699 94.9% 

保育所型認定こども園 26 2,246 2,049 91.2% 

幼稚園型認定こども園 2 220 166 75.5% 

幼稚園（施設型給付） 22 2,000 1,398 69.9% 

特定教育・保育施設 計 100 8,688 7,496 86.3% 

小規模保育事業 18 267 190 71.2% 

事業所内保育事業 3 73 35 47.9% 

特定地域型保育事業 計 21 340 225 66.2% 

確認を受けない幼稚園 1 220 119 54.1% 

認可外保育施設※ 6 149 78 52.3% 

企業主導型保育事業 8 169 108 63.9% 

合計 136 9,566 8,026 83.9% 

※事業所内保育施設及び地域保育所を除く 
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  ●確保方策の考え方 

   目 標  

待 機 児 童 ゼ ロ の 維 持 に 向 け た ， 持 続 的 な サ ー ビ ス 提 供 と  

多 様 な 教 育 ・ 保 育 サ ー ビ ス の 選 択 が 可 能 な 環 境 の 実 現  

 

   ▶ 施設の実状にあわせた定員変更 

・需給バランスを著しく損なわない範囲で施設の実状に応じた定員変更（増

減）を行います。 

・各施設に対しては，定員の範囲内での保育の実施を原則とすることを求め

ていきます。 

   ▶ 認定こども園への移行 

・認定こども園への移行希望がある認可保育所及び幼稚園について，移行に

伴う整備を必要としない施設や自主財源による整備を行う施設を対象として，

移行手続を進めます。 

・各号定員の設定に当たっては，供給過剰となることのないよう留意します。 

   ▶ 保育士等確保に向けた取組の強化 

・保育士不足に起因する教育・保育提供体制への影響を抑えるため，関係団

体との連携により，保育士等の確保に向けた取組を強化します。 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 1,259 433 3,328 639 942 1,114 1,188 409 3,140 628 979 1,007 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 2,262 0 3,349 703 973 1,108 2,262 0 3,349 703 973 1,108 

特定地域型保育事業 0 0 0 58 88 101 0 0 0 58 88 101 

小計② 2,262 0 3,349 761 1,061 1,209 2,262 0 3,349 761 1,061 1,209 

確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0 220 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 102 2 8 13 0 0 102 2 8 13 

企業主導型保育事業 0 0 52 14 15 27 0 0 52 14 15 27 

合計③ 2,482 3,503 777 1,084 1,249 2,482 3,503 777 1,084 1,249 

過不足（②－①） 1,003 ▲433 21 122 119 95 1,074 ▲409 209 133 82 202 

過不足（③－①） 790 175 138 142 135 885 363 149 105 242 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 67 15 21 24 － － 67 15 21 24 

合計④ 2,482 3,570 792 1,105 1,273 2,482 3,570 792 1,105 1,273 

過不足（④－①） 790 242 153 163 159 885 430 164 126 266 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 1,100 379 2,907 620 961 1,047 1,035 357 2,737 613 949 1,028 

 特定教育・保育施設 2,262 0 3,349 703 973 1,108 2,262 0 3,349 703 973 1,108 

 特定地域型保育事業 0 0 0 58 88 101 0 0 0 58 88 101 

 小計② 2,262 0 3,349 761 1,061 1,209 2,262 0 3,349 761 1,061 1,209 

 確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0 220 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 102 2 8 13 0 0 102 2 8 13 

 企業主導型保育事業 0 0 52 14 15 27 0 0 52 14 15 27 

 合計③ 2,482 3,503 777 1,084 1,249 2,482 3,503 777 1,084 1,249 

過不足（②－①） 1,162 ▲379 442 141 100 162 1,227 ▲357 612 148 112 181 

過不足（③－①） 1,003 596 157 123 202 1,090 766 164 135 221 

 弾力的運用対応分 － － 67 15 21 24 － － 67 15 21 24 

 合計④ 2,482 3,570 792 1,105 1,273 2,482 3,570 792 1,105 1,273 

 過不足（④－①） 1,003 663 172 144 226 1,090 833 179 156 245 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 990 342 2,618 604 942 1,017       

 特定教育・保育施設 2,262 0 3,349 703 973 1,108       

 特定地域型保育事業 0 0 0 58 88 101       

 小計② 2,262 0 3,349 761 1,061 1,209       

 確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 102 2 8 13       

 企業主導型保育事業 0 0 52 14 15 27       

 合計③ 2,482 3,503 777 1,084 1,249       

過不足（②－①） 1,272 ▲342 731 157 119 192       

過不足（③－①） 1,150 885 173 142 232       

 弾力的運用対応分 － － 67 15 21 24       

 合計④ 2,482 3,570 792 1,105 1,273       

 過不足（④－①） 1,150 952 188 163 

 

256       
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⑵ 提供区域ごとの量の見込み及び確保方策 

  1 )  神 居 ・ 江 丹 別 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  ２９，４８７人（全市に占める割合 ９．３％） 

       ５歳以下     ９０１人 

       ６～１４歳  １，８６５人 

      １５～６４歳 １５，０３０人 

      ６５歳以上  １１，６９１人 

    ・面 積  ３２１．４㎢ （全市に占める割合 ４３．２％） 

    ・人口密度  ９２人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 3 230 205 89.1% 

幼保連携型認定こども園 1 110 52 47.3% 

保育所型認定こども園 2 208 208 100.0% 

幼稚園型認定こども園 0 0 0 － 

幼稚園（施設型給付） 3 225 154 68.4% 

特定教育・保育施設 計 9 773 619 80.1% 

小規模保育事業 1 19 17 89.5% 

事業所内保育事業 1 24 7 29.2% 

特定地域型保育事業 計 2 43 24 55.8% 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 － 

認可外保育施設※ 0 0 0 － 

企業主導型保育事業 0 0 0 － 

合計 11 816 643 78.8% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 107 37 283 54 80 95 101 35 267 53 83 86 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 135 0 258 46 67 74 135 0 258 46 67 74 

特定地域型保育事業 0 0 0 8 10 23 0 0 0 8 10 23 

小計② 135 0 258 54 77 97 135 0 258 54 77 97 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計③ 135 258 54 77 97 135 258 54 77 97 

過不足（②－①） 28 ▲37 ▲25 0 ▲3 2 34 ▲35 ▲9 1 ▲6 11 

過不足（③－①） ▲9 ▲25 0 ▲3 2 ▲1 ▲9 1 ▲6 11 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 5 1 2 2 － － 5 1 2 2 

合計④ 135 263 55 79 99 135 263 55 79 99 

過不足（④－①） ▲9 ▲20 1 ▲1 4 ▲1 ▲4 2 ▲4 13 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 94 32 247 53 82 89 88 30 233 52 81 87 

 特定教育・保育施設 135 0 258 46 67 74 135 0 258 46 67 74 

 特定地域型保育事業 0 0 0 8 10 23 0 0 0 8 10 23 

 小計② 135 0 258 54 77 97 135 0 258 54 77 97 

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 合計③ 135 258 54 77 97 135 258 54 77 97 

過不足（②－①） 42 ▲32 11 1 ▲5 8 47 ▲30 25 2 ▲4 10 

過不足（③－①） 9 11 1 ▲5 8 17 25 2 ▲4 10 

 弾力的運用対応分 － － 5 1 2 2 － － 5 1 2 2 

 合計④ 135 263 55 79 99 135 263 55 79 99 

 過不足（④－①） 9 16 2 ▲3 10 17 30 3 ▲2 12 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 84 29 223 51 80 86       

 特定教育・保育施設 135 0 258 46 67 74       

 特定地域型保育事業 0 0 0 8 10 23       

 小計② 135 0 258 54 77 97       

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 0 0 0 0       

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0       

 合計③ 135 258 54 77 97       

過不足（②－①） 51 ▲29 35 3 ▲3 11       

過不足（③－①） 22 35 3 ▲3 11       

 弾力的運用対応分 － － 5 1 2 2       

 合計④ 135 263 55 79 99       

 過不足（④－①） 22 40 4 ▲1 13       
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  2 )  神 楽 ・ 西 神 楽 ・ 緑 が 丘 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  ３７，３６６人（全市に占める割合 １１．７％） 

       ５歳以下   １，２４３人 

       ６～１４歳  ２，６９８人 

      １５～６４歳 １９，９８６人 

      ６５歳以上  １３，４３９人 

    ・面 積  １２８．５㎢ （全市に占める割合 １７．３％） 

    ・人口密度  ２９１人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 7 471 463 98.3% 

幼保連携型認定こども園 1 36 32 88.9% 

保育所型認定こども園 2 188 186 98.9% 

幼稚園型認定こども園 0 0 0 － 

幼稚園（施設型給付） 2 265 191 72.1% 

特定教育・保育施設 計 12 960 872 90.8% 

小規模保育事業 2 24 19 79.2% 

事業所内保育事業 0 0 0 － 

特定地域型保育事業 計 2 24 19 79.2% 

確認を受けない幼稚園 1 220 119 54.1% 

認可外保育施設※ 1 14 9 64.3% 

企業主導型保育事業 2 55 22 40.0% 

合計 18 1,273 1,041 81.8% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 148 51 390 75 110 131 139 48 368 74 115 118 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 273 0 420 84 110 119 273 0 420 84 110 119 

特定地域型保育事業 0 0 0 6 8 10 0 0 0 6 8 10 

小計② 273 0 420 90 118 129 273 0 420 90 118 129 

確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0 220 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 6 0 1 2 0 0 6 0 1 2 

企業主導型保育事業 0 0 12 1 4 5 0 0 12 1 4 5 

合計③ 493 438 91 123 136 493 438 91 123 136 

過不足（②－①） 125 ▲51 30 15 8 ▲2 134 ▲48 52 16 3 11 

過不足（③－①） 295 48 16 13 5 306 70 17 8 18 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 8 2 2 3 － － 8 2 2 3 

合計④ 493 446 93 125 139 493 446 93 125 139 

過不足（④－①） 295 56 18 15 8 306 78 19 10 21 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 129 44 341 73 113 123 121 42 321 72 111 121 

 特定教育・保育施設 273 0 420 84 110 119 273 0 420 84 110 119 

 特定地域型保育事業 0 0 0 6 8 10 0 0 0 6 8 10 

 小計② 273 0 420 90 118 129 273 0 420 90 118 129 

 確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0 220 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 6 0 1 2 0 0 6 0 1 2 

 企業主導型保育事業 0 0 12 1 4 5 0 0 12 1 4 5 

 合計③ 493 438 91 123 136 493 438 91 123 136 

過不足（②－①） 144 ▲44 79 17 5 6 152 ▲42 99 18 7 8 

過不足（③－①） 320 97 18 10 13 330 117 19 12 15 

 弾力的運用対応分 － － 8 2 2 3 － － 8 2 2 3 

 合計④ 493 446 93 125 139 493 446 93 125 139 

 過不足（④－①） 320 105 20 12 16 330 125 21 14 18 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 116 40 307 71 110 119       

 特定教育・保育施設 273 0 420 84 110 119       

 特定地域型保育事業 0 0 0 6 8 10       

 小計② 273 0 420 90 118 129       

 確認を受けない幼稚園 220 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 6 0 1 2       

 企業主導型保育事業 0 0 12 1 4 5       

 合計③ 493 438 91 123 136       

過不足（②－①） 157 ▲40 113 19 8 10       

過不足（③－①） 337 131 20 13 17       

 弾力的運用対応分 － － 8 2 2 3       

 合計④ 493 446 93 125 139       

 過不足（④－①） 337 139 22 15 20       
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  3 )  中 央 ・ 新 旭 川 ・ 東 光 ・ 豊 岡 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  １０９，０７０人（全市に占める割合 ３４．３％） 

       ５歳以下    ３，８２７人 

       ６～１４歳   ６，８１５人 

      １５～６４歳  ６０，７０２人 

      ６５歳以上   ３７，７２６人 

    ・面 積   ３２．４㎢ （全市に占める割合 ４．４％） 

    ・人口密度  ３，３６６人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 13 880 738 83.9% 

幼保連携型認定こども園 5 626 630 100.6% 

保育所型認定こども園 11 900 781 86.8% 

幼稚園型認定こども園 2 220 166 75.5% 

幼稚園（施設型給付） 6 480 357 74.4% 

特定教育・保育施設 計 37 3,106 2,672 86.0% 

小規模保育事業 9 124 90 72.6% 

事業所内保育事業 0 0 0 － 

特定地域型保育事業 計 9 124 90 72.6% 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 － 

認可外保育施設※ 2 32 24 75.0% 

企業主導型保育事業 5 84 64 76.2% 

合計 53 3,346 2,850 85.2% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 455 156 1,202 231 340 402 429 148 1,134 227 354 364 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 782 0 1,278 215 321 373 782 0 1,278 215 321 373 

特定地域型保育事業 0 0 0 27 37 53 0 0 0 27 37 53 

小計② 782 0 1,278 242 358 426 782 0 1,278 242 358 426 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 28 0 1 4 0 0 28 0 1 4 

企業主導型保育事業 0 0 26 10 9 9 0 0 26 10 9 9 

合計③ 782 1,332 252 368 439 782 1,332 252 368 439 

過不足（②－①） 327 ▲156 76 11 18 24 353 ▲148 144 15 4 62 

過不足（③－①） 171 130 21 28 37 205 198 25 14 75 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 26 5 7 9 － － 26 5 7 9 

合計④ 782 1,358 257 375 448 782 1,358 257 375 448 

過不足（④－①） 171 156 26 35 46 205 224 30 21 84 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 397 137 1,050 224 347 378 374 129 989 221 343 371 

 特定教育・保育施設 782 0 1,278 215 321 373 782 0 1,278 215 321 373 

 特定地域型保育事業 0 0 0 27 37 53 0 0 0 27 37 53 

 小計② 782 0 1,278 242 358 426 782 0 1,278 242 358 426 

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 28 0 1 4 0 0 28 0 1 4 

 企業主導型保育事業 0 0 26 10 9 9 0 0 26 10 9 9 

 合計③ 782 1,332 252 368 439 782 1,332 252 368 439 

過不足（②－①） 385 ▲137 228 18 11 48 408 ▲129 289 21 15 55 

過不足（③－①） 248 282 28 21 61 279 343 31 25 68 

 弾力的運用対応分 － － 26 5 7 9 － － 26 5 7 9 

 合計④ 782 1,358 257 375 448 782 1,358 257 375 448 

 過不足（④－①） 248 308 33 28 70 279 369 36 32 77 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 358 124 946 218 340 367       

 特定教育・保育施設 782 0 1,278 215 321 373       

 特定地域型保育事業 0 0 0 27 37 53       

 小計② 782 0 1,278 242 358 426       

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 28 0 1 4       

 企業主導型保育事業 0 0 26 10 9 9       

 合計③ 782 1,332 252 368 439       

過不足（②－①） 424 ▲124 332 24 18 59       

過不足（③－①） 301 386 34 28 72       

 弾力的運用対応分 － － 26 5 7 9       

 合計④ 782 1,358 257 375 448       

 過不足（④－①） 301 412 39 35 81       



56 

 

  4 )  末 広 ・ 春 光 ・ 春 光 台 ・ 鷹 の 巣 ・ 東 鷹 栖 ・ 北 星 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  ８７，８１８人（全市に占める割合 ２７．６％） 

       ５歳以下   ２，９７４人 

       ６～１４歳  ６，０３５人 

      １５～６４歳 ４７，５７２人 

      ６５歳以上  ３１，２３７人 

    ・面 積  ８６．３㎢ （全市に占める割合 １１．５％） 

    ・人口密度  １，１０８人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 7 581 527 90.7% 

幼保連携型認定こども園 6 571 551 96.5% 

保育所型認定こども園 5 489 458 93.7% 

幼稚園型認定こども園 0 0 0 － 

幼稚園（施設型給付） 8 640 441 68.9% 

特定教育・保育施設 計 26 2,281 1,977 86.7% 

小規模保育事業 4 69 49 71.0% 

事業所内保育事業 0 0 0 － 

特定地域型保育事業 計 4 69 49 71.0% 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 － 

認可外保育施設※ 1 60 29 48.3% 

企業主導型保育事業 1 30 22 73.3% 

合計 32 2,440 2,077 85.1% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 354 122 937 180 265 314 334 115 884 177 276 283 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 665 0 833 165 213 243 665 0 833 165 213 243 

特定地域型保育事業 0 0 0 6 21 25 0 0 0 6 21 25 

小計② 665 0 833 171 234 268 665 0 833 171 234 268 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 33 0 3 7 0 0 33 0 3 7 

企業主導型保育事業 0 0 14 3 2 3 0 0 14 3 2 3 

合計③ 665 880 174 239 278 665 880 174 239 278 

過不足（②－①） 311 ▲122 ▲104 ▲9 ▲31 ▲46 331 ▲115 ▲51 ▲6 ▲42 ▲15 

過不足（③－①） 189 ▲57 ▲6 ▲26 ▲36 215 ▲4 ▲3 ▲37 ▲5 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 17 3 5 5 － － 17 3 5 5 

合計④ 665 897 177 244 283 665 897 177 244 283 

過不足（④－①） 189 ▲40 ▲3 ▲21 ▲31 215 13 0 ▲32 0 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 310 107 818 175 271 295 291 100 770 173 267 289 

 特定教育・保育施設 665 0 833 165 213 243 665 0 833 165 213 243 

 特定地域型保育事業 0 0 0 6 21 25 0 0 0 6 21 25 

 小計② 665 0 833 171 234 268 665 0 833 171 234 268 

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 33 0 3 7 0 0 33 0 3 7 

 企業主導型保育事業 0 0 14 3 2 3 0 0 14 3 2 3 

 合計③ 665 880 174 239 278 665 880 174 239 278 

過不足（②－①） 355 ▲107 15 ▲4 ▲37 ▲27 374 ▲100 63 ▲2 ▲33 ▲21 

過不足（③－①） 249 62 ▲1 ▲32 ▲17 273 110 1 ▲28 ▲11 

 弾力的運用対応分 － － 17 3 5 5 － － 17 3 5 5 

 合計④ 665 897 177 244 283 665 897 177 244 283 

 過不足（④－①） 249 79 2 ▲27 ▲12 273 127 4 ▲23 ▲6 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 279 96 737 170 265 286       

 特定教育・保育施設 665 0 833 165 213 243       

 特定地域型保育事業 0 0 0 6 21 25       

 小計② 665 0 833 171 234 268       

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 33 0 3 7       

 企業主導型保育事業 0 0 14 3 2 3       

 合計③ 665 880 174 239 278       

過不足（②－①） 386 ▲96 96 1 ▲31 ▲18       

過不足（③－①） 290 143 4 ▲26 ▲8       

 弾力的運用対応分 － － 17 3 5 5       

 合計④ 665 897 177 244 283       

 過不足（④－①） 290 160 7 ▲21 ▲3       
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  5 )  永 山 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  ４０，４６４人（全市に占める割合 １２．７％） 

       ５歳以下   １，３０７人 

       ６～１４歳  ２，８０８人 

      １５～６４歳 ２２，８１０人 

      ６５歳以上  １３，５３９人 

    ・面 積  ３０．１㎢ （全市に占める割合 ４．０％） 

    ・人口密度  １，３４４人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 3 270 251 93.0% 

幼保連携型認定こども園 2 270 257 95.2% 

保育所型認定こども園 5 375 330 88.0% 

幼稚園型認定こども園 0 0 0 － 

幼稚園（施設型給付） 2 300 198 66.0% 

特定教育・保育施設 計 12 1,215 1,036 85.3% 

小規模保育事業 2 31 15 48.4% 

事業所内保育事業 2 49 28 57.1% 

特定地域型保育事業 計 4 80 43 53.8% 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 － 

認可外保育施設※ 0 0 0 － 

企業主導型保育事業 0 0 0 － 

合計 16 1,295 1,079 83.3% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 155 53 411 79 116 137 147 50 387 77 121 124 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 312 0 477 94 111 140 312 0 477 94 111 140 

特定地域型保育事業 0 0 0 11 21 27 0 0 0 11 21 27 

小計② 312 0 477 105 132 167 312 0 477 105 132 167 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 6 0 0 3 0 0 6 0 0 3 

企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計③ 312 483 105 132 170 312 483 105 132 170 

過不足（②－①） 157 ▲53 66 26 16 30 165 ▲50 90 28 11 43 

過不足（③－①） 103 72 26 16 33 115 96 28 11 46 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 10 2 3 3 － － 10 2 3 3 

合計④ 312 493 107 135 173 312 493 107 135 173 

過不足（④－①） 103 82 28 19 36 115 106 30 14 49 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 136 47 359 77 119 129 128 44 338 76 117 127 

 特定教育・保育施設 312 0 477 94 111 140 312 0 477 94 111 140 

 特定地域型保育事業 0 0 0 11 21 27 0 0 0 11 21 27 

 小計② 312 0 477 105 132 167 312 0 477 105 132 167 

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 6 0 0 3 0 0 6 0 0 3 

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 合計③ 312 483 105 132 170 312 483 105 132 170 

過不足（②－①） 176 ▲47 118 28 13 38 184 ▲44 139 29 15 40 

過不足（③－①） 129 124 28 13 41 140 145 29 15 43 

 弾力的運用対応分 － － 10 2 3 3 － － 10 2 3 3 

 合計④ 312 493 107 135 173 312 493 107 135 173 

 過不足（④－①） 129 134 30 16 44 140 155 31 18 46 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 122 42 323 75 116 125       

 特定教育・保育施設 312 0 477 94 111 140       

 特定地域型保育事業 0 0 0 11 21 27       

 小計② 312 0 477 105 132 167       

 確認を受けない幼稚園 0 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 6 0 0 3       

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0       

 合計③ 312 483 105 132 170       

過不足（②－①） 190 ▲42 154 30 16 42       

過不足（③－①） 148 160 30 16 45       

 弾力的運用対応分 － － 10 2 3 3       

 合計④ 312 493 107 135 173       

 過不足（④－①） 148 170 32 19 48       
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  6 )  東 旭 川 地 区  

   ●地区の概要（令和６年４月１日現在） 

    ・人 口  １２，７８１人（全市に占める割合 ４．０％） 

       ５歳以下     ３３４人 

       ６～１４歳    ８９７人 

      １５～６４歳  ６，８６１人 

      ６５歳以上   ４，６８９人 

    ・面 積  １４５．３㎢ （全市に占める割合 １９．４％） 

    ・人口密度  ８８人／㎢ 

 

  ●施設の状況（令和６年４月１日現在 幼稚園は５月１日現在） 

（単位：箇所，人） 

施設の種類 施設数 定員 利用児童数 定員充足率 

認可保育所 0 0 0 － 

幼保連携型認定こども園 2 177 177 100.0% 

保育所型認定こども園 1 86 86 100.0% 

幼稚園型認定こども園 0 0 0 － 

幼稚園（施設型給付） 1 90 57 63.3% 

特定教育・保育施設 計 4 353 320 90.7% 

小規模保育事業 0 0 0 － 

事業所内保育事業 0 0 0 － 

特定地域型保育事業 計 0 0 0 － 

確認を受けない幼稚園 0 0 0 － 

認可外保育施設※ 1 13 13 100.0% 

企業主導型保育事業 0 0 0 － 

合計 5 366 333 91.0% 
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●量の見込み及び確保方策 

区分 

令和７年度 令和８年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 40 14 105 20 30 35 37 13 99 20 31 32 

確
保
内
容 

特定教育・保育施設 12 0 84 27 36 41 12 0 84 27 36 41 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

小計② 12 0 84 27 36 41 12 0 84 27 36 41 

確認を受けない幼稚園 160 0 0 0 0 0 160 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0 0 

企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計③ 172 84 27 36 41 172 84 27 36 41 

過不足（②－①） ▲28 ▲14 ▲21 7 6 6 ▲25 ▲13 ▲15 7 5 9 

過不足（③－①） 119 ▲21 7 6 6 122 ▲15 7 5 9 

参
考 

弾力的運用対応分 － － 2 1 1 1 － － 2 1 1 1 

合計④ 172 86 28 37 42 172 86 28 37 42 

過不足（④－①） 119 ▲19 8 7 7 122 ▲13 8 6 10 

区分 

令和９年度 令和１０年度 

１号 
２号 ３号 

１号 
２号 ３号 

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 教育 保育 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み① 35 12 92 20 30 33 33 11 86 19 30 32 

 特定教育・保育施設 12 0 84 27 36 41 12 0 84 27 36 41 

 特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 小計② 12 0 84 27 36 41 12 0 84 27 36 41 

 確認を受けない幼稚園 160 0 0 0 0 0 160 0 0 0 0 0 

 認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 合計③ 172 84 27 36 41 172 84 27 36 41 

過不足（②－①） ▲23 ▲12 ▲8 7 6 8 ▲21 ▲11 ▲2 8 6 9 

過不足（③－①） 125 ▲8 7 6 8 128 ▲2 8 6 9 

 弾力的運用対応分 － － 2 1 1 1 － － 2 1 1 1 

 合計④ 172 86 28 37 42 172 86 28 37 42 

 過不足（④－①） 125 ▲6 8 7 9 128 0 9 7 10 

区分 

令和１１年度  

１号 
２号 ３号       

教育 保育 ０歳 １歳 ２歳       

量の見込み① 31 11 82 19 30 32       

 特定教育・保育施設 12 0 84 27 36 41       

 特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 0       

 小計② 12 0 84 27 36 41       

 確認を受けない幼稚園 160 0 0 0 0 0       

 認可外保育施設 0 0 0 0 0 0       

 企業主導型保育事業 0 0 0 0 0 0       

 合計③ 172 84 27 36 41       

過不足（②－①） ▲19 ▲11 2 8 6 9       

過不足（③－①） 130 2 8 6 9       

 弾力的運用対応分 － － 2 1 1 1       

 合計④ 172 86 28 37 42       

 過不足（④－①） 130 4 9 7 10       
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５ 地域子ども・子育て支援事業 

⑴ 時間外保育事業 

   保育認定を受けたこどもについて，保護者の就労時間等により，通常の利用日及

び利用時間以外の日及び時間において，保育を行う事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
155 155 155 155 155 

②確保方策（定員数） 332 332 332 332 332 

過不足（②－①） 177 177 177 177 177 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めます。 

 

⑵ 放課後児童健全育成事業 

   保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し，授業

の終了後に小学校の余裕教室などを利用し，適切な遊び及び生活の場を与えて，そ

の健全な育成を図る事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
2,946 2,820 2,680 2,543 2,397 

②確保方策（定員数） 3,775 3,636 3,481 3,334 3,175 

過不足（②－①） 829 816 801 791 778 

  〔確保方策の考え方〕 

   毎年度，利用者数の減少が見込まれますが，小学校地区ごとに待機児童等の状況

を踏まえながら，適切な提供体制の確保を図ります。 

 

 

 



63 

 

⑶ 子育て短期支援事業 

■ ショートステイ 

    保護者の病気や出産，出張などの事由により，一時的に家庭での養育が困難と

なった場合に，児童を児童養護施設等で預かる事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
1 1 1 1 1 

②確保方策（定員数） 2 2 2 2 2 

過不足（②－①） 1 1 1 1 1 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であるが，保護者の利用希望に対応でき

るよう，引き続き提供体制の確保に努めます。 

 

■ トワイライトステイ 

    保護者の急な仕事などの事由により，夜間又は休日に家庭での養育が困難とな

った場合に，児童を児童養護施設等で預かる事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
1 1 1 1 1 

②確保方策（定員数） 2 2 2 2 2 

過不足（②－①） 1 1 1 1 1 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であるが，保護者の利用希望に対応でき

るよう，引き続き提供体制の確保に努めます。 
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⑷ 地域子育て支援拠点事業 

   子育てに関する不安や悩み等を解消するため，保育所等に支援拠点を設置し，育

児相談や親子遊びの広場の提供，育児講座等を開催する事業です。 

（単位：件，箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（相談件数） 5,000 4,840 4,670 4,530 4,380 

②確保方策（相 談 対応 件 数 ） 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

 確保方策（実施施設数） (10) (10) (10) (10) (10) 

過不足（②－①） 0 160 330 470 620 

  〔確保方策の考え方〕 

   令和８年度以降は量の減少を見込んでいますが，身近な場所で気軽に相談するこ

とができるよう，現在の相談体制を維持します。 

 

⑸ 一時預かり事業 

■ 幼稚園・認定こども園における在園児を対象とした一時預かり 

幼稚園・認定こども園で，通常の教育時間の前後などに，在園児を対象とした

預かり保育を行う事業です。 

（単位：人，箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
1,131 1,068 988 931 890 

②確保方策（定員数） 2,962 2,962 2,962 2,962 2,962 

 確保方策（実施施設数） (66) (66) (66) (66) (66) 

過不足（②－①） 1,831 1,894 1,974 2,031 2,072 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めます。 

 

■ その他の一時預かり（在園・在園児以外が利用する一時預かり） 

保護者が病気や急用の場合などに，保育所や認定こども園で一時的にこどもを

預かる事業です。 
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（単位：人，箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
55 56 57 58 59 

②確保方策（定員数） 130 130 130 130 130 

 確保方策（実施施設数） (13) (13) (13) (13) (13) 

過不足（②－①） 76 75 74 73 72 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めます。 

 

⑹ 病児・病後児保育事業 

   病児・病後児について，病院や保育所などに付設された専用スペースにおいて，

看護師などが一時的に保育を行う事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
9 9 8 8 8 

②確保方策（定員数） 9 9 9 9 9 

内
訳 

病 児 保 育（定員数） (3) (3) (3) (3) (3) 

病後児保育（定員数） (6) (6) (6) (6) (6) 

過不足（②－①） 0 0 1 1 1 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みを確保しています。一方で，予約システムの導入によ

る事業周知の効果や潜在的ニーズへの波及効果などから，利用人数が増加すること

も考えられるため，今後の利用状況等を踏まえながら施設整備等を検討します。 
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⑺ 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター事業） 

   育児の援助を受けたい方（依頼会員）と，育児の援助を行いたい方（提供会員）

の会員制の組織により，０歳から小学生までのこどもの預かり等の援助活動を行う

事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（利用者数 延べ） 
1,630 1,610 1,590 1,570 1,550 

②確保方策 

（利用者数 延べ） 
1,630 1,630 1,630 1,630 1,630 

過不足（②－①） 0 20 40 60 80 

  〔確保方策の考え方〕 

   利用者によって利用回数が異なることや，利用人数も年度によって差が生じるも

のですが，量の見込みを上回る利用希望にも対応していくため，引き続き，提供体

制の確保に努めます。 

 

⑻ 利用者支援事業 

■ 基本型 

幼稚園や保育所等の多様な教育・保育サービスの情報提供を行う専門相談員

「子育て支援ナビゲーター」が，市の窓口や子育て支援センターなどの身近な場

所において，就学前児童を持つ保護者の相談・利用支援を行う事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（配置人数） 2 2 2 2 2 

②確保方策（配置人数） 2 2 2 2 2 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の配置人数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めま

す。 

 

 

 



67 

 

■ こども家庭センター型 

母子保健と児童福祉が連携・協働し，すべての妊産婦やこども，その家庭など

を対象に，妊娠期から子育て期にわたる母子保健や育児に関する様々な悩みに円

滑に対応するため，保健師などが専門的な見地から相談支援を行います。また，

こどもに関する相談全般への対応に加え，通所・在宅支援を中心とした専門的な

対応や，必要な調査，訪問などによる継続的なソーシャルワーク業務を実施する

事業です。 

（単位：箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（設置箇所数） 1 1 1 1 1 

②確保方策（設置箇所数） 1 1 1 1 1 

  〔確保方策の考え方〕 

   おやこ応援課と子ども総合相談センターを「こども家庭センター」と位置付け，

妊娠期から子育て期にわたり切れ目ない相談支援体制を構築するとともに，民間団

体等と連携しながら，多様な家庭環境等に対する支援体制の充実・強化を図ります。 

 

⑼ 乳児家庭全戸訪問事業 

   生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し，子育て支援に関する情報提

供や養育環境などの把握を行う事業です。 

（単位：人，件） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（訪問対象者数） 
1,452 1,404 1,365 1,333 1,294 

②確保方策 

（訪問面接件数） 
1,452 1,404 1,365 1,333 1,294 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

  〔確保方策の考え方〕 

   すべての対象家庭に対応できるよう，訪問対象者数（０歳児の推計人口）に見合

った訪問指導を実施します。 
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⑽ 妊婦健康診査事業 

   母体や胎児の健康を守るとともに，産後うつや新生児への虐待の予防を図る観点

から，妊産婦健康診査に係る費用の一部を助成し，妊娠期から産後初期段階におけ

る母子へのサポートを強化し，切れ目のない支援を行う事業です。 

（単位：人，回） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（受診対象者数 延べ） 
20,328 19,656 19,110 18,662 18,116 

②確保方策 

（受診回数 延べ） 
20,328 19,656 19,110 18,662 18,116 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

  〔確保方策の考え方〕 

   適切な支援を行うために量の見込みと同じ値とし，今後も継続して事業を進めま

す。 

 

⑾ 養育支援訪問事業 

   養育支援が特に必要な家庭に対して，保健師などが居宅を訪問し，養育に関する

相談支援を行う事業です。 

（単位：世帯） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

 利用数（実世帯数） 
75 75 75 75 75 

②確保方策 

 利用数（実世帯数） 
75 75 75 75 75 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

  〔確保方策の考え方〕 

   専門的相談支援は，１世帯につき１名の職員が担当し，量の見込みに見合った支

援を行います。 
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⑿ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

■ 新規参入施設巡回支援事業 

多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進す

るため，新規参入施設等の事業者への支援を行う事業です。 

 

（単位：箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

確保方策（施設数） 0 1 1 1 1 

  〔確保方策の考え方〕 

   認定こども園への移行等に係る意識調査を行い，継続して事業を進めます。 

 

■ 認定こども園に対する特別支援に係る職員の加配等の実施 

私学助成や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要なこどもにつ

いて，認定こども園で受け入れる場合に，職員の加配に必要な費用を補助する事

業です。 

（単位：人，箇所） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（利用者数） 20 20 20 20 20 

②確保方策（施設数） 28 28 28 28 28 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の施設数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めます。 

 

⒀ 産後ケア事業 

   保護者が安心して子育てできる支援体制を確保するとともに，流産や死産などで

心身に不調や不安を抱える方や，特にサポートが必要とされる母子を対象に，心身

のケアや育児に関するアドバイスなどを行う事業です。 

（単位：件） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（利用件数） 1,178 1,296 1,425 1,568 1,725 

②確保方策（利用対応件数） 1,178 1,296 1,425 1,568 1,725 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 
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  〔確保方策の考え方〕 

   すべての対象者に対応できるよう，量の見込みに見合った体制を確保します。 

 

⒁ 妊婦等包括相談支援事業 

   「妊婦等包括相談支援事業」は，これまでの「出産・子育て応援給付金」と「伴

走型相談支援」がさらに充実され，このうち伴走型相談支援が児童福祉法に基づく

事業として制度化されたものです。本事業では，妊娠期から出産・子育てに至るま

での一貫した相談対応により，多様なニーズに応じた伴走型の支援を提供します。 

（単位：人，件） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み（出生数） 1,452 1,404 1,365 1,333 1,294 

②確保方策（面接件数） 2,904 2,808 2,730 2,666 2,588 

  〔確保方策の考え方〕 

   対象とする全妊産婦に対応できるよう，対象者数（0 歳児の推計人口）当たり２

回の面接を実施できる体制を確保します。 

 

⒂ 乳幼児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

   すべての子育て家庭に対して，就労要件を問わず，月一定時間までの利用可能枠

の中で保育所などを柔軟に利用できる新たな事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 113 110 108 105 102 

②確保方策 48 75 90 105 105 

過不足（②－①） ▲65 ▲35 ▲18 0 3 

  〔確保方策の考え方〕 

   令和８年度から国の給付事業として本格実施される事業であるため，令和７年度

から令和８年度にかけて市内の保育施設等と調整の上で，適宜実施施設数を増やし

ていきます。 
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⒃ 子育て世帯訪問支援事業 

   家事・子育て等に対して不安を抱える子育て家庭，ヤングケアラー等がいる家庭

に対して，訪問支援員が居宅を訪問し，家庭が抱える不安や悩みを傾聴するととも

に，家事・子育て等の支援を行う事業です。 

（単位：件） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（利用件数 年間延べ） 
720 720 720 720 720 

②確保方策 

（利用件数 年間延べ） 
720 720 720 720 720 

過不足（②－①） 0 0 0 0 0 

  〔確保方策の考え方〕 

   利用者によって利用回数が異なることや，利用人数も年度によって差が生じるも

のですが，量の見込みを上回る利用希望にも対応していくよう，提供体制の確保に

努めます。 

 

⒄ 児童育成支援拠点事業 

   養育環境にサポートが必要とされる，家庭や学校に居場所のない児童に対して，

安心して過ごせる居場所を開設し，児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて，

生活習慣の形成や学習支援，進路相談，食事の提供などを行うとともに，家庭の状

況を把握し，関係機関へのつなぎを行うなど，個々の児童の状況に応じた支援を包

括的に提供する事業です。 

  〔確保方策の考え方〕 

   本事業については，量の見込み・確保方策の設定はありませんが，早期実施を目

指して実施に向けての検討を進めていきます。 

 

⒅ 親子関係形成支援事業 

   児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対

し，講義やグループワーク，ロールプレイ等を通じて，児童の心身の発達の状況等

に応じた情報の提供，相談及び助言を実施するとともに，同じ悩みや不安を抱える

保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し，情報の交換ができる場を設けるな

どの支援を行う事業です。 
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  〔確保方策の考え方〕 

   本事業については，量の見込み・確保方策の設定はありませんが，早期実施を目

指して実施に向けての検討を進めていきます。 

 

６ 市独自に設定する事業 

⑴ 休日保育事業 

   保護者の就労形態の多様化に対応し，日曜日や祝日にこどもの保育を行う事業で

す。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
30 30 30 30 30 

②確保方策（定員数） 60 60 60 60 60 

過不足（②－①） 30 30 30 30 30 

  〔確保方策の考え方〕 

   現在の定員数で量の見込みの確保が可能であり，今後も継続して事業を進めます。 

 

⑵ 特別支援保育事業 

   保護者の労働や病気などにより保育を必要とし，かつ，心身に障がいを有するこ

どもの保育を行う事業です。 

（単位：人） 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

（１日当たり利用者数） 
279 263 244 230 220 

②確保方策（定員数） 174 177 180 183 186 

過不足（②－①） ▲105 ▲86 ▲64 ▲47 ▲34 

  〔確保方策の考え方〕 

   児童数の減少などにより利用者数は減少する見込みですが，特別支援保育の利用

者数や小学校の特別支援学級の人数は増加傾向にあり，現状においても不足してい

ることから，引き続き実施施設の充実を図り定員数の確保に努めます。  
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第６章 計画の推進 

１ 目標及び指標 

  本計画では，第３章に掲げた基本理念のとおり，すべてのこども・若者が身体的・

精神的・社会的に幸せな状態で成長し，一人ひとりの考えや個性を尊重され，自分ら

しく活躍できる社会を目指しています。 

これを踏まえ，本計画では次のとおり目標を定め，この実現に向け第４章の基本施

策について次の指標を設定します。 

【目標】 

●こども・若者が権利の主体として尊重されること 

●年齢や成長に応じて，自分に関わる事柄に意見を表明し，多様な社会活動に参加

する機会が確保されること 

【施策指標】 

基本 

施策 
項目 現状 目標 

1 
「子どもの意見の尊重」について知っているこども・若者の割合 調査中 (上昇) 

「自由に意見を伝えたい」と思うこども・若者の割合 調査中 (上昇) 

2 

（ライフステージを通して） 

親子が集まれる場やイベントの機会が充実していると思う割合 調査中 (上昇) 

子育てに関して，日頃悩んでいること，気になることについて 

「発育・発達に関すること」と答えた人の割合 
36.1% (減少) 

子育てに関して，日頃悩んでいること，気になることについて 

「子育ての出費がかさむ」と答えた人の割合 
35.8% (減少) 

（こどもの誕生前から幼児期まで） 

子育てに関して，日頃悩んでいること，気になることについて 

「発育・発達に関すること」と答えた人の割合（再掲） 
36.1% (減少) 

（学童期・思春期） 

こどもたちの教育環境が充実していると感じている割合 27.3% (上昇) 

日常的に安心して過ごせる場所があると感じているこども・若者の割合 調査中 (上昇) 

いじめの認知件数に占める，いじめの解消しているものの割合 72.5% (上昇) 

（青年期） 

あさひかわ縁結びネットワークが主催する婚活イベントの参加者満足度 83.8% (上昇) 

悩み・不安を感じたときの相談機会が充実していると思うかについて，そう思うと感じる人の割合 23.2% (上昇) 

3 

子育てに関して，日頃悩んでいること，気になることについて 

「子育ての出費がかさむ」と答えた人の割合 
35.8% (減少) 

子育てに関して，日頃悩んでいること，気になることの相談先について 

「相談していない」と答えた人の割合 
3.0% (減少) 

ワークライフバランスを実現できていると思う人の割合 18.2% (上昇) 

子育て環境や支援に関する満足度（ひとり親） 2.77 (上昇) 

4 地域と，学校，家庭の連携が十分だと思う人の割合 23.1% (上昇) 
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２ 推進体制 

⑴ ＰＤＣＡサイクルによる推進 

本計画では，目標達成に向けて，実施した取組を評価し，改善を重ねながら進め

る「ＰＤＣＡサイクル」に基づき，進行管理を行います。 

計画に基づく具体的な取組については，毎年「事業計画」として取りまとめ，市

のこども施策に関係する部局で構成される「旭川市子育て支援会議」や，附属機関

である「旭川市子ども・子育て審議会」などで，その実施状況を確認し，必要な改

善を検討します。これにより，計画の実効性を高め，着実な推進を図ります。 

また，「こどもや若者，子育て当事者の意見を聴きながらともに進める」ことは，

本計画の推進に当たり最も大切にすることであり，今後の取組においてその具体的

な仕組みを整え，それらを通して得られた意見を計画の趣旨に沿って適切に反映し

ていきます。 

さらに，国が毎年示す「こどもまんなか実行計画」にも注視し，その動向や取組

内容に応じて適宜改善を行いながら，本計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ それぞれの強みを生かした推進 

こどもは「地域の宝」であり，こどもたちを社会全体で支え，地域一体となり子

育てを応援していくことが安心してこどもを産むことができ，また，子育てしやす

いまちにつながります。 

行政や地域，関係機関，関係団体等がそれぞれの強みを生かしながら連携を強化

し，各施策における目的の達成に向け，取組を推進していきます。 
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３ 計画の評価 

本計画の期間は，令和７（２０２５）年度から令和１１（２０２９）年度までの５

年間です。 

本章「１ 目標及び指標」は，こども・若者の視点に立ってその主観を重視してい

ますが，各施策に基づく毎年の取組を着実に実行し，内容を充実させることで，これ

らの実現が図られるものであります。 

各取組の実施に当たっては，「２ 推進体制」に基づき，時々の課題を的確に把握

し，迅速に必要とされる対応につなげ，実施状況を適切に管理することで，毎年度の

評価を可能としていきます。 

計画の最終年度の前年度に当たる令和１０（２０２８）年度には，子ども・子育て

支援事業計画において求められるニーズ調査の実施が予定されますが，こうした機会

などを活用した課題分析を行います。 

計画期間終了時には，目標の達成状況や各指標の進捗を基に最終評価を行い，評価

結果を次期計画の課題整理や施策の検討に反映します。 

なお，社会・経済情勢の変化等，計画期間中の見直しが必要となった場合には，適

宜，評価・検証を行い，計画内容に反映していきます。 
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